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―九州大学の質問票調査より 

 
○小林 俊哉（九州大学） 小林 良彦（大分大学） 
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はじめに 

2021 年 3 月 26 日に閣議決定された「第６期科

学技術・イノベーション基本計画」では、その本

文 72 頁から 73 頁にかけて「⑦市民参加など多様

な主体の参画による知の共創と科学技術コミュ

ニケーションの強化」と題し「2021 年度より、新

型コロナウイルス感染症による社会事象や社会

変革等を踏まえた科学技術リテラシーやリスク

リテラシーの取り組み、科学館や博物館等におけ

る一般社会の意見収集や市民による政策過程へ

の参画の取り組み、IoT や AI など Society5.0 の

実現に不可欠な最先端技術も活用した年齢、性別、

身体能力、価値観等の違いを乗り越える対話・協

働活動の取組など、多層的な科学技術コミュニケ

ーションを強化する」と記述されている1。研究者・

研究機関と市民を結ぶ科学技術コミュニケーシ

ョン（以下、科学コミュニケーションと記述する）

は、わが国で公的資金からの科学研究費が 1990
年代後半以降増大していく中で科学技術政策と

して重視されるようになった。実際に第１期科学

技術基本計画が 1996 年にスタートして以降、第

５期が終了した 2020 年度までの四半世紀に近い

期間に累計で 109 兆円を超える公的資金が、科研

費その他の公的助成として国内の大学等研究機

関に支出された。こうした背景の下、公的助成に

よる科学研究の成果を分かりやすく納税者であ

る国民に情報発信することが求められるように

なった。また科学研究への国民の理解と期待に応

えていくというミッションをも合わせて科学研

究者は求められるようになっている。そのため、

大学等研究機関に所属する研究者の科学コミュ

ニケーションにおける役割は益々重要になって

いる。しかし、実際の大学等研究機関に所属する

 
1 内閣府 

https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf 
2022 年 9 月 9 日閲覧 

2 The Royal Society” Survey of factors affecting 
science communication by scientists and engineers” 
June 2006 2022 年 9 月 9 日閲覧 

研究者の科学コミュニケーションに対する受容

性はどのような現実にあるのだろうか。海外の先

行研究を閲覧すると研究者は時間的制約や科学

コミュニケーションへの評価が必ずしも高くな

い等の理由によって、受容性を高めていく上での

障壁が存在するという知見も存在する2。 
そこで発表者らは国立大学法人 九州大学（以

下、九州大学）に所属する自然科学・工学系研究

者に向けて科学コミュニケーションに対する受

容性を把握するための質問票調査を実施した。本

報告では、その結果を報告する。 
 

１ 先行研究の概要 

研究者の科学コミュニケーションに対する受

容性に関する先行研究としては、2000 年 10 月に

公表されたイギリス政府科学技術局とウェルカ

ム財団のジョイントレポート“Science and the 
Public A Review of Science Communication and 
Public Attitudes to Science in Britain”や 2006 年

6 月に公表された”Survey of factors affecting 
science communication by scientists and 
engineers”によると、研究者の科学コミュニケー

ション活動の制約要因として、「時間的制約」、「同

分野研究者からの低評価（ピアレビュー）」などが

挙げられている。 
国内では、2013 年度に科学技術振興機構（JST）

科学コミュニケーションセンターが公表した『研

究者による科学コミュニケーション活動に関す

るアンケート調査報告書』（以下、JST 報告書と略

す）3がある。JST は 2013 年 3 月に研究者による

科学コミュニケーション活動の実態や課題、科学

コミュニケーション活動の促進のために要請さ

れる支援を明らかにすることを目的とした質問

票調査を実施している。JST が運営する 22 万件

3 独立行政法人 科学技術振興機構 科学コミュニケー

ションセンター「研究者による科学コミュニケーション

活動に関するアンケート調査報告書」平成 25 年 7 月 
https://www.jst.go.jp/sis/archive/items/csc_fy2013_03.p
df 9 月 9 日閲覧 
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に及ぶ日本の研究者情報をデータベース化した

国内最大の研究者総覧 researchmap に登録され

た 122,164 人の研究者に対して質問票を送信し

7,908 件（回収率 6.5％）の有効回答を得ている。

同調査結果によると、科学コミュニケーション活

動の経験のある回答者は 64.4％であり、半数以上

の回答者に科学コミュニケーション活動の経験

があることが示されている。また研究者による科

学コミュニケーション活動の目的として、経験の

有無に関わらず、「そもそも研究者の役割として、

研究の経緯や成果を社会に公開するため」、「科学

技術や学術への興味を喚起するため」、「研究者の

義務として、研究者の能力を社会的課題の解決に

役立てるため」という回答率が８割を超え、科学

コミュニケーション活動が研究者の社会的責任

として意識されていることが示唆されている。そ

の一方で、研究者による科学コミュニケーション

活動は根付いているか否かに対する設問には、根

付いて来ているという回答は少なく、やや根付い

てきているという回答とあわせて 28.1％で全体

の 3 割程度であった。そして、科学コミュニケー

ション活動を行う上での「障壁」に関する設問に

は、「時間的余裕がない」、「活動に必要な事務的な

作業が多い」、「業績として評価されない」、「費用

の捻出が難しい」、「コミュニケーション活動を行

うための場をつくるのが難しい」といった「障壁」

があげられた。従って、研究者の事務的な負担の

軽減、科学コミュニケーション活動を業績として

評価するなど適切な施策を講ずることにより、研

究者による自発的な科学コミュニケーション活

動を社会に根付かせることができると考えられ

ると同報告書は結んでいる。 

次に標葉 隆馬と八代 嘉美らが、文部科学省・

科学技術人材育成費補助金の助成により、2015 年

に実施した『社会と歩む再生医療のためのリテラ

シー構築事業』4では、再生医療分野の研究者を対

象とした質問票調査結果から、科学コミュニケー

ション活動への参加障壁として、科学コミュニケ

ーション活動にかかわる費用の捻出が困難、時間

的余裕がないなどのインフラ面の課題を指摘し

ている。こうした課題に基づく科学コミュニケー

ション活動支援策として「機会・場の提供」、「周

囲の研究者らの協力」、「資金面からの支援」等が

挙げられている。 
以上の先行研究から得られた知見を参考に発

表者らは質問票の設計を行った。 
 
２ 九州大学における質問票調査の概要 

本質問票調査の実施概要は以下の通りである。 
【調査対象者】 
九州大学の自然科学・工学系研究者 1,470 人を

対象とした。具体的には、2021 年 8 月時点で、工

学、理学、農学、医学、歯学、薬学、数理学、総

合理工、システム情報科学、芸術工学、の各研究

院並びにマス・フォア・インダストリ研究所に所

属する教授、准教授、助教である。 
【調査実施期間と回収数（率）】 
2021 年 8 月中旬に九州大学の学内便で上記の

調査対象者に発送し、10 日間を期限として、往信

と同様に学内便にて返信を回収した。2021 年 9 月

末日までに 384 件（回収率 26.1％）の質問票を回

収した。研究院別の回収数と回収率の内訳は以下

の表 1 の通りである。

 
表１ 回答者の所属研究院別回収実績 

研究院名 回収数（件） 回収率（％） 

医学・歯学・薬学研究院 119 31 

工学研究院 78 20.3 

理学研究院 33 8.6 

農学研究院 56 14.6 

総合理工学研究院 16 4.2 

システム情報学研究院 23 6 

数理学研究院 他 5 1.3 

芸術工学研究院 12 3.1 

所属研究院不明 42 10.9 

総数 384 100 

 

 

 
4八代 嘉美 標葉 隆馬 井上 悠輔 一家 綱邦 岸

本 充生 東島 仁「日本再生医療学会による社会と

のコミュニケーションの試み」『科学技術社会論研

究』18 巻 p.137-146 2020 年 
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【リサーチクエスチョン】 
先行研究から得られた知見を基に以下のリサ

ーチクエスチョンを設定した。 
ⅰ）九州大学の自然科学・工学系研究者の科学コ

ミュニケーションへの認知度はある程度は高い

と思われる。JST 報告書の調査結果を考慮すると

５割程度の知名度はあるのではないかと予測さ

れる。 

ⅱ）九州大学の自然科学・工学系研究者の科学コ

ミュニケーションに対する受容度は余り高くな

い可能性がある。JST 報告書の調査結果を考慮す

ると３割程度の受容度ではないかと予測される。 

ⅲ）九州大学の自然科学・工学系研究者の科学コ

ミュニケーションを必要とする理由としては「研

究者としての社会的責任」が比較的多く支持され

るのではないか。 

ⅳ）九州大学の自然科学・工学系研究者が科学コ

ミュニケーション活動を行う上での「障壁」とし

て意識する要因としては「業績として評価されな

い」、「費用の捻出が難しい」、「コミュニケーショ

ン活動を行うための場をつくるのが難しい」とい

った要因が多いのでないかと予測される。 

以上４点のリサーチクエスチョンを基に質問

票の設計を以下のように行った。 

【質問票の設計】 
質問票の構成は以下の通りである。 

①「科学コミュニケーション」（あるいは科学技術

コミュニケーション、サイエンスコミュニケー

ション）という用語への認知度を問う設問 
②「第 6 期科学技術・イノベーション基本計画」

において科学コミュニケーション活動の活発

化が推奨されていることに関する認知度を問

う設問 
③調査対象者が何を「科学コミュニケーション活

動」として認知しているかを問う設問 
選択肢として「一般市民向けの講演」、「小中高

校生向けの出前授業」、「一般市民向け新聞雑誌あ

るいは WEB などにおける解説等の執筆」、「一般

市民向け啓発書等の執筆研究内容のマスメディ

アに対する報道発表」、「テレビ・ラジオ・WEB 等

のマスメディアへの出演」、「フェイスブック、ツ

イッターなど SNS による情報発信」、「市民向け

生涯学習講座」、「科学ボランティア活動」、「サイ

エンスカフェ」、「サイエンスショップ」、「コンセ

ンサス会議」、「博物館、科学館、動物園、水族館、

植物園、美術館、図書館等が運営する科学イベン

ト活動」、「科学・技術・環境に関わる社会的課題

に取り組む市民団体の活動」、「その他（自由記述

欄を設けた）」の 15 件を設定し、複数選択可とし

た。各選択肢の活動に参加した経験の有無と回数

を問う設問を併設した。なお、「サイエンスカフ

ェ」、「サイエンスショップ」、「コンセンサス会議」

の３選択肢については解説文を付した。 
④③の選択肢中の「サイエンスカフェ」、「サイエ

ンスショップ」、「コンセンサス会議」、「博物館、

科学館、動物園、水族館、植物園、美術館、図

書館等が運営する科学イベント活動」、「科学・

技術・環境に関わる社会的課題に取り組む市

民団体の活動」の５活動への参加の意向を問

う設問（参加・活動経験の有無は不問とした） 
⑤④で肯定的な回答者に、その理由について選

択肢を設けて問う設問 
⑥④で否定的な回答者に、その理由について選

択肢を設けて問う設問 
⑦④で否定的な回答者に、どのような条件・環境

が整えば参加できるようになるかを問う設問 
⑧その他 
本報告では、特に①、④、⑤、⑥の調査結果に

焦点を当てて報告する。 
 
３ 調査結果の概要 

以下に調査結果の概要を記述する。 
１）「科学コミュニケーション」という用語への認

知度 
次頁の表２に示す通り、九州大学の自然科学・

工学系研究者の「科学コミュニケーション」とい

う用語への認知度は、「よく知っていた」と「知っ

ていた」を合計して 39.1％という結果となった。

九州大学の自然科学・工学系研究者の「科学コミ

ュニケーション」という用語を知っていた割合は

４割に届かないという結果となった。 
  
２）「サイエンスカフェ」、「サイエンスショップ」、

「コンセンサス会議」、「博物館、科学館、動物園、

水族館、植物園、美術館、図書館等が運営する科

学イベント活動」、「科学・技術・環境に関わる社

会的課題に取り組む市民団体の活動」への参加意

向実態 
上記の５活動を特に取り上げた理由は、これら

の５活動が、研究者と市民を双方向で結ぶ科学コ

ミュニケーション活動の特徴を顕著に持つ活動

であるという判断からである。前述のように、こ

れら５活動への参加・活動経験の有無は不問とし、

「サイエンスカフェ」、「サイエンスショップ」、

「コンセンサス会議」の３選択肢については、そ

れぞれに解説文を付した上で質問を行った。その

結果を表３に示す。「ぜひ参加したい」と「参加し

たい」の選択肢の合算した回答が実数で 278 件、

割合で 72.4％となり、九州大学の自然科学・工学

系研究者の、サイエンスカフェ等の特に双方向性

の顕著な科学コミュニケーション活動への受容

性は高いということが判明した。
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表２ 回答者の「科学コミュニケーション」に対する認知度（択一） 

選択肢 実数（件） 百分率（％） 

よく知っていた 44 11.5 

知っていた 106 27.6 

よく知らなかった 95 24.7 

知らなかった 138 35.9 

無回答 1 0.3 

合計 384 100 

  
表３ 「サイエンスカフェ」等５活動への参加意向（択一） 

選択肢 実数（件） 百分率（％） 

ぜひ参加したい 40 10.4 

参加したい 238 62 

あまり参加したくない 93 24.2 

参加したくない 11 2.9 

無回答 2 0.5 

合計 384 100 

  
表４ 「サイエンスカフェ」等５活動に参加を希望する理由（複数選択可） 

選択肢 実数（件） 百分率（％） 

研究者の説明責任を果たす必要があると思うから 147 52.9 

一般の人々に科学への興味を持ってもらいたいから 225 80.9 

自分たちにとっての教育的効果があると思うから 112 40.3 

一般の人々と話をするのは楽しいから 61 23 

所属機関や獲得した研究資金等の義務であるから 39 14 

科学に興味のある学生のリクルートをしたいから 74 26.6 

研究資金獲得に有利に働くと思うから 19 6.8 

その他 22 7.9 

無回答 1 0.4 

  
表５ 「サイエンスカフェ」等５活動の参加を希望しない理由（複数選択可） 

選択肢 実数（件） 百分率（％） 

聞く側の無関心 13 12.5 

科学コミュニケーション活動にかかる費用の捻出が困難である 9 8.7 

科学コミュニケーション活動を行うための場がない 11 10.6 

科学コミュニケーション活動が業績として評価されない 22 21.2 

聞く側の知識の欠如 7 6.7 

自分の研究を分かりやすく説明することが難しい 10 9.6 

周囲の協力が得られない 3 2.9 

否定的な反応が返ってくることが怖い 3 2.9 

一般の人々の意見の中に得るものが余り無い 6 5.8 

日常業務が忙しくそうした活動に参加する時間がとれない 82 78.8 

その他 19 18.3 

無回答 1 1 
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３）「サイエンスカフェ」等５活動に参加を希望す

る理由 
２）で、「サイエンスカフェ」等５活動に「ぜひ

参加した」と「参加したい」を選択した回答者に、

その理由を尋ねた。選択肢は、先行研究を参考に

「その他」以外で７種類用意し、複数選択可とし

た。その結果を表４に示す。その結果「一般の人々

に科学への興味を持ってもらいたいから」という

理由が 225 件選択され割合としては 80.9％でト

ップとなった。次いで「研究者の説明責任を果た

す必要があると思うから」が 147 件選択され割合

としては 52.9％となった。他の選択肢は、いずれ

も割合としては５割以下となった。このように理

由としては、利他的で説明責任を意識した自発的

な理由が多く選択されている。反対に「研究資金

獲得に有利に働くと思うから」といった比較的に

利己的な理由は 6.8％と極めて少なかった。 
 
４）「サイエンスカフェ」等５活動に参加を希望し

ない理由 
２）で、「サイエンスカフェ」等５活動に「あま

り参加したくない」と「参加したくない」を選択

した回答者に、その理由を尋ねた。選択肢は、３）

と同様に先行研究を参考に「その他」以外で 10 種

類用意し、複数選択可とした。その結果を表５に

示す。その結果「日常業務が忙しくそうした活動

に参加する時間がとれない」という理由が 82 件

選択され割合としては 78.8％と８割近い選択が

なされた。２番目に多く選択された理由は「科学

コミュニケーション活動が業績として評価され

ない」で 22 件、割合としては 21.2％で、他の選

択肢は全て 12.5％以下であった。 
 
４ 調査結果のまとめと考察、今後の展望 

前記のリサーチクエスチョンⅰ）、ⅱ）、ⅲ）、ⅳ）

に、それぞれ対応して調査結果を以下のようにま

とめた。 
ⅰ）九州大学の自然科学・工学系研究者の科学コミュ

ニケーションへの認知度はある程度は高いと思われる。 

前記の通り、九州大学の自然科学・工学系研究

者の「科学コミュニケーション」という用語への

認知度は４割弱という結果であり、その認知度が

高いとはいえないという結果となった。 
 

ⅱ）九州大学の自然科学・工学系研究者の科学コミュ

ニケーションに対する受容度は余り高くない可能性が

ある。 

前記の通り「ぜひ参加したい」と「参加したい」

の選択肢の合算した回答が７割以上を占めると

いう結果となった。九州大学の自然科学・工学系

研究者の、サイエンスカフェ等の特に双方向性の

顕著な科学コミュニケーション活動への受容性

は高いということが判明した。これはⅰ）の「科

学コミュニケーション」という用語に対する知名

度が４割弱と半数よりも低いことを考えると意

外な結果と言える。これも繰り返しになるが「サ

イエンスカフェ」、「サイエンスショップ」、「コン

センサス会議」の３選択肢については、それぞれ

に解説文を付した上で質問を行ったものである。

そのため、この３選択肢に回答者の知的な関心を

惹いた可能性も想定されるが、この点については

調査結果のより深い分析が必要であり、軽々には

結論付けられないと考える。 
 

ⅲ）九州大学の自然科学・工学系研究者の科学コミュ

ニケーションを必要とする理由としては「研究者としての

社会的責任」が比較的多く支持されるのではないか。 

 前記の通り「一般の人々に科学への興味を持っ

てもらいたいから」という理由が８割に達する回

答を集めトップとなった。また JST 報告書でも記

述された「研究者の説明責任を果たす必要がある

と思うから」も割合としては５割に達し似た結果

となった。科学コミュニケーションが九州大学の

自然科学・工学系研究者の中の回答者に支持され

る理由は、繰り返しになるが利他的で説明責任を

意識した自発的な理由が多かったということで

ある。 
 
ⅳ）九州大学の自然科学・工学系研究者が科学コミュ

ニケーション活動を行う上での「障壁」として意識する要

因としては「業績として評価されない」、「費用の捻出が

難しい」、「コミュニケーション活動を行うための場をつく

るのが難しい」といった要因が多いのでないかと予測さ

れる。 

 これも前記の通り、「日常業務が忙しくそう

した活動に参加する時間がとれない」という理

由が８割近く選択された。「科学コミュニケー

ション活動が業績として評価されない」も割合

としては２割程度の選択がなされた点は JST
報告書の記述と似た結果となった。しかしなが

ら、JST 報告書で挙げられた「場がない」、「周

囲の協力が得られない」、「費用の捻出が困難」に

ついては、九州大学の自然科学・工学系研究者の

中の回答者の場合、「場がない」が約１割、「周囲

の協力が得られない」が 2.9％、「費用の捻出が困

難」が 8.7%という具合に決して多くは選択されて

いない。これは九州大学の自然科学・工学系研究

者の中の回答者の JST 報告書の調査結果とは異

なる特徴であると言えよう。 
 
 以上がリサーチクエスチョンに対する、今回の

質問票調査結果のまとめである。 
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 九州大学の自然科学・工学系研究者の中の回答

者らの特色として、科学コミュニケーションにつ

いての知名度が半数以下であるにも関わらず、特

に研究者と市民を双方向で結ぶサイエンスカフ

ェなどの科学コミュニケーション活動に対する

受容性が７割以上に達し、かなり高いということ

が分かったことについて、九州大学における科学

コミュニケーションの未来を考える上で希望の

持てる要素であると発表者らは考える。ただし、

なぜ回答者らが、そのような選択を行ったかの原

因については繰り返しになるが、より深い分析が

必要である。 
 今後の展望であるが、2022 年度に、九州大学の

人文・社会科学系研究者への同様の質問票調査を

行った。2022 年 9 月現在、その集計を進めてい

るので、今回の調査結果との比較を今後行う予定

である。また同様の質問票調査を立地環境の異な

る他大学でも実施することを検討している。 
 
 
本報告並びに質問票調査は、文部科学省科学研

究費補助金・基盤研究（C）「国内大学等研究機関

における科学コミュニケーション活性化方策の

研究」（研究課題/領域番号 21K02927）の助成を

得て実施したものである。 
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